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Ⅰ．活動の基調  
 

住民主体の理念に基づき、「だれもが住み慣れた地域で安心して暮

らすことのできる福祉のまちづくり」を目指して、社会福祉協議会

が地域住民、行政、関係機関・団体と連携・協働し、地域福祉の積

極的な推進を図ります。  

 

 

Ⅱ．重点目標  
 

１．  地域における支え合い活動の推進  

２．  主体的な住民活動の促進  

３．  地域包括支援センターの機能充実  

４．  地域の相談支援機能の強化  

５．  生活支援体制づくりの強化  

６．  地域のつながりの再構築  

７．  多様な機関との協働による地域資源の開発  

８．  生活困窮者への自立支援の促進  

９．  ボランティアの発掘と活動・活躍の推進  

 

 

Ⅲ．具体的な事業の内容      
 

 【法人運営事業】  
 

１．  社協総務運営           

 

   理事会・評議員会を年間２回以上開催し、事業計画・予算並び

に事業報告・決算等、社協の運営方針等を検討、審議します。  

また、庶務・経理関係全般業務を行います。  

 

２．  広報・啓発活動  

 

「社協だより」を年３回（１月、５月、９月）発行、またホー

ムページなどを活用し、社協の運営や活動状況、ボランティア活

動、イベントなど福祉活動情報を提供し住民の地域活動への参加

を促進していきます。  



 

３．  募金運動の推進  

 

国内外の天災・災害に対し、公共施設や町内各所に募金箱を設

置して広く協力を求め、集計した募金を日赤奈良県支部や奈良県

共同募金会へ送金します。  

 

 

【地域福祉推進事業】  
 

地域包括ケアシステムの構築に向けた様々な取り組みが進む中で、

今後は「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地域の

あらゆる住民が役割を持ち、互いに支え合いながら、地域コミュニ

ティを育成し、多様な活動と協働、助け合いながら暮らすことがで

きる「地域共生社会」の実現を目指します。  

そのためには、地域における福祉課題の解決に向けた協議体はじ

め、チームアプローチによるネットワークづくりを進めながら、地

域の福祉相談窓口として、適切な関係機関へと繋ぐパイプ役を担い

ます。  

 

１．  地域サロン活動の推進           

 

地域での住民交流活動である「ふれあい・いきいきサロン」は、

安堵町でも様々な地域で活発に開催されています。今後もサロン

の更なる活動の充実に向けて、自治会、安寿会連合会、民生児童

委員協議会、ボランティア団体と協力しながら支援を行います。  

 

２．生活困窮者への支援事業         

 

 ・生活福祉資金貸付事業  

低所得者や障害者、高齢者世帯、生活での困りごとを抱えて

いる方に対する相談や、貸付支援を行うことで経済的自立の助

長、促進と生活の安定を図ります。  

また、滞納者に対しては県社協と協力しながら償還指導を行

います。  

 

 ・フードレスキュー事業  

    今日食べる物に事欠く方がいる場合、緊急時の食糧支援を行



い、関係機関と連携し支援を行います。  

 
３．共同募金事業               

 

 「自分の町を良くするしくみ」をテーマに赤い羽根共同募金運

動への一層の理解と協力を広く地域に啓発、促進し、町民や企業

への広報・募金活動を行います。集まった募金の一部は、地域の

活動に使っていただける貸出し備品購入などに還元します。  

 

４．団体育成事業（関係機関及び各種団体との連携）  

 

 ・民生児童委員協議会  

   毎月の定例会へ参加協力します。民生児童委員活動においては、

５月の強化週間に各公共機関におけるティッシュ配り等の広報・

啓発活動に参加協力します。また、生活福祉資金貸付事業、日常

生活自立支援事業、災害時要援護者支援活動、高齢者訪問等でも

連携、協働していきます。  

 

  ・福祉団体育成事務支援  

   民生児童委員協議会・安寿会連合会・身体障害者会・赤十字奉

仕団・遺族会・保護司会・町内ボランティア団体（おはなし会ね

こじゃらし・手話サークル栞の会・運動普及ボランティア・ネッ

トあんど協働たい等）の活動推進と県やその他からの関連する情

報や助成金等の情報提供・支援を行います。  

 

５．社会参加援助サービス事業        

 

社会参加促進事業として手話奉仕員養成講座を開催し、一人で

も多くの方に参加いただき、聴覚障害者への理解と知識を学ぶこ

とで交流を深め、障害を持った方への暮らしやすい町作りを推進

します。  

 

 

６．  療育教室開催事業            

 

   心身の発達等について心配のある幼児に対し、遊びを通して社

会性・集団性・様々な人間関係・コミュニケーションの発達を促

します。  

 

 



７．  ３人乗り自転車貸与支援事業  

 

幼児２人同乗用自転車を貸与することにより、子育て多子世帯  

  の経済的な負担を軽減し、外出機会の提供や社会参加による育児

不安の解消を図ります。  

 

８．  ボランティア活動支援・連携         

 

地域福祉の担い手として活躍できる人材の発掘や育成、活動支

援をはじめ、活動促進のための情報提供や研修などを行います。

また、ニーズに対するマッチング機能の充実を図り、地域での支

え合い活動への実現を目指します。  

 

    

９．日常生活自立支援事業           

 

   日常生活を営むうえで支障がある認知症高齢者、知的障害や精

神障害のある方などの権利擁護を図り、地域で自立した生活が送

れるよう利用者との契約に基づき生活支援員の協力のもと、福祉

サービスの利用に向けた援助や金銭管理を行います。  

 

１０．日赤募金事業                 

 

①  社資募金活動  

毎年５月は日赤社員増強運動として社資募集を募るため、

赤十字奉仕団の方々と協働して理解と協力を呼びかけます。  

 

②  献血活動事業の支援  

町内で年に２回実施している献血事業に対して、赤十字奉

仕団と協力して広報・啓発活動を行います。  

 

   ③  地域赤十字奉仕団活動促進助成金交付事業  

     奉仕団の活動を促進することにより、赤十字活動に対する

県民の理解を深め、健康で安心して暮らせる共同社会の構築

に寄与することを目指します。  

 

 

１１．善意銀行運営事業              

 



   低所得者等に対し貸付を行うことにより、経済的自立と生活意

欲の助長促進を図り、安定した生活が送れるよう支援します。  

 

 

１２．車椅子貸出し  

 

歩行が困難で一時的に車椅子を必要とされる方に、車椅子を無

料で貸出しています。  

 

 

１３．福祉サービス苦情解決  

 

   福祉サービス分野に「苦情解決のしくみ」を導入し、苦情解決

責任者、苦情受付担当者、第三者委員を配置、今後も利用者等の

権利を擁護するとともに、事業の質の向上及び運営の透明性を図

ります。  

 
 

 【介護保険事業の運営】  
 

１．  居宅介護支援事業           

 

介護を必要とされる方が、自宅で適切にサービスを利用できる  

ようにケアマネジャー（介護支援専門員）が心身の状況、生活環

境、本人・家族の希望等に沿ってケアプラン（居宅サービス計画）

を作成し、ケアプランの位置づけたサービスを提供する事業所等

と連絡・調整などを行います。  

 

①  居宅介護支援事業  

②  介護予防居宅介護支援事業  

③  介護予防ケアマネジメント  

④  町受託事業（介護認定調査）  

 

２．  地域包括支援センター        

 

介護予防・日常生活支援総合事業開始以降、地域の特性に応じ

た住民主体サービスの推進や、地域の支え合い等多様な介護の担

い手の発掘など、今後も地域包括支援センターの果たせる役割を

十分に発揮し、住民、行政、各関係機関、団体と連携協働しなが



ら以下の事業を行います。  

また、地域ケア会議を強化していく中で、個別課題から地域課

題を抽出し、地域での生活支援ニーズに対応していける地域資源

の発掘と把握、住民への普及啓発を行いながら、地域で支えるし

くみづくりを推進します。  

 

 【地域支援事業】  

・介護予防ケアマネジメント事業  

・総合相談支援事業        

・権利擁護事業  

・包括的・継続的支援事業  

 ・地域ケア会議の充実  

 ・在宅医療・介護連携推進事業  

 ・認知症総合支援事業  

 ・生活支援体制整備事業  

 

 【指定介護予防支援事業】  

 

３．  介護予防事業            

 

住み慣れた地域で共に支え合い、だれもが安心して暮らせるま

ちづくりを目指し、要介護状態になることを予防するため、また

は要介護状態になってもその有する能力の維持向上に努めるため、

地域の将来像を見据えながら、自主活動につながる予防事業を展

開していきます。  

 

【介護予防普及啓発事業】元気アップ教室  

 

機械を使ったリハビリを専門職の指導のもと行い、筋力の向上

を図ります。 1 人 1 人に合った運動の提案や生活の中での課題を

整理し、今後の生活をどう豊にしていくかを一緒に考えていきま

す。        

 

【地域介護予防活動支援事業】いきいき百歳体操  

 「いつまでも元気な体」を目標に、手足におもりを巻き、椅子

に座ってＤＶＤを観ながら筋力・柔軟性・バランスを鍛えます。

週に１回自宅から歩いて行ける公民館などで行うことで、地域づ

くりへと繋がります。  

 

 



【地域リハビリテーション活動支援事業】リハ職派遣事業  

リハビリ職や様々な職種と共に、リハビリテーションに関する

専門職の視点を入れながら、高齢者の有する能力を評価、改善の

可能性を助言し、自立に向けたケアマネジメント支援として、毎

月行う地域ケア会議においてケアプランチェックを行います。  

 

 ４．生活支援体制整備事業          

 

   住み慣れた町で暮らし続けるためには地域のつながりや支え合

いが重要になってきます。制度では解決できない暮らしの中の困

りごとや課題の解決に向け、生活支援コーディネーターが中心と

なり、地域住民の主体性を引き出しながら、声かけ合い・助け合

いのしくみを協議体の中で共に考え、生活支援における体制の整

備を行います。  

 

 【協議体の開催】  

 ・第１層協議体会議  

 ・第２層ご近所づきあいメンバーとの調整  

 

 【生活支援サポーター養成講座開催】  

 ・年２回開催（担い手の育成）予定  

 

 【よりそい隊・支え愛サポーター活動支援】  

・各ボランティアの定例会開催  

 ・各ボランティア間の連携と課題解決への取組支援  

 ・支援の必要な方と支援提供側とのマッチング  

  


